
取得時効（２０２４年１１月１３日掲載）

年間「平穏かつ公然」に占有なら

【質問】

　私が２０年以上、自分のものだと思って住んでいた土地の登記を調べてみると、

一部が他人名義になっていました。これまで誰からも指摘をされたことはないので

すが、名義が判明した以上は、名義人に土地を返さなければならないのでしょうか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【回答】

　民法１６２条１項は、次のように定めています。

　「２０年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者

は、その所有権を取得する」

　いわゆる取得時効を定めた条文です。これに該当すれば、あなたは土地の所有権

を取得しますから、名義人に返す必要はありません。

　本件の場合、まず、あなたはその土地を自分のものだと思って住んでいたわけで

すから、同項にいう「所有の意思をもって」「占有」したことになります。

　もっとも、２０年間途切れることなく継続的に「占有」していたか否かはしばし

ば争点となりますが、これについては同法１８６条２項が「前後の両時点において

占有をした証拠があるときは、占有は、その間継続したものと推定する」と定めて

いますので、必ずしも、２０年間ずっと占有していたことを証明しなければならな

いわけではありません。

　次に、あなたはこれまで誰からも指摘をされたことがないということですから、

「平穏、かつ、公然」の要件も満たす可能性が高いでしょう。ちなみに、この点に

ついても同法１８６条１項は「占有者は、所有の意思をもって、善意で、平穏に、

かつ、公然と占有をするものと推定する」と定め、立証の負担を緩和しています。

　以上の要件を満たせば、あなたは当該土地の「所有権を取得する」ことができる

ので、基本的には土地を返す必要はありません。なお、さらに一定の要件を満たせ

ば、時効完成までの期間が２０年から１０年に短縮されるのですが、これについて

は省略します。

　最後に、いくら時効が完成しているといっても、その土地があなたのものである

と対外的に公示できているわけではないので、現状では、現名義人以外の人にまで

あなたの所有権を主張できるわけではありません。つまり、あなたが登記の名義変

更をしないうちに現名義人が第三者へ土地を譲渡してしまった場合は、当該第三者

との間で土地の所有権争いが発生し得るということです。そして、この場合は登記

手続の先後がものをいいますから、できるだけ早く登記手続ができるよう、弁護士

に相談しましょう。

（弁護士　浅野喜彦）



　


